
29 2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施
【令和４年度予算概算決定額 10,787（9,908）百万円】

（令和３年度補正予算額 43,291百万円）

＜対策のポイント＞
５兆円目標の実現に向けて、官民一体となった海外での販売力の強化、マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産事業者の後押し、省庁の

垣根を超えた政府一体となった輸出の障害の克服等を支援します。

＜政策目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の全体像＞
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２ マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産事業者の後押し
【14億円】

１ 品目別輸出目標の達成に向けた官民一体となった海外での販売力の強化
【35億円】

（１）マーケットインによる海外での販売力の強化
・ 品目団体が輸出重点品目についてオールジャパンで行う海外販路開拓・市場調
査等の輸出力強化に向けた取組を支援

・ ＪＥＴＲＯ・ＪＦＯＯＤＯが行う、品目団体等と連携した販路開拓や戦略的
プロモーション等を支援
・ 主要な輸出先国・地域において、ＪＥＴＲＯ海外事務所を活用し、在外公館
等と連携してプラットフォームを立ち上げ、輸出事業者を専門的かつ継続的に支援

・ 海外料理人の育成や日本産食材サポーター店の拡大、海外消費者等に対する
情報発信等を通じた日本食・食文化の魅力発信を支援

（２）食産業の海外展開の後押し
・ 食産業の海外展開を促進するため、官民協議会を通じた海外展開への支援、
実践的な海外展開ガイドラインの策定等を実施 等

（１）輸出産地の育成・展開
・ 輸出産地サポーター等を活用した輸出産地の育成、輸出産地による輸
出事業計画の策定や実行の取組を支援

・ ＧＦＰを活用した、輸出産地サポーターの活動強化、輸出産地を海外
市場と繋げる地域輸出商社等の輸出事業者の育成等を実施

・ 輸出リスクに対応し、融資を円滑化するため、信用保証に係る保証料を
支援

（２）地域産業の強みを活かした加工食品の輸出の取組支援
・ 地域の食品産業を中心とした多様な関係者が参画した地域食品産業
連携プロジェクト（ＬＦＰ）を構築して行う、社会的課題解決と経済的
利益の両立を目指した持続可能な新たなビジネスモデルの創出を支援

等

（１）規制の緩和・撤廃に向けた協議の加速化
・ 政府間交渉に必要となる情報・科学的データの収集・分析、輸出先国が求
める植物検疫上の要求事項を満たすための体制構築等を実施

（２）輸出手続の円滑化、利便性の向上
・ 研修等による実務担当者の能力向上、人員の増強や検査機器の導入、
輸出証明書の発行場所の拡大に向けた体制整備等を支援

（３）生産段階での食品安全規制への対応強化
・ 輸出施設のＨＡＣＣＰ等認定、畜水産物モニタリング検査、インポートトレ
ランス申請、国際的認証取得・更新等を支援

（４）輸出向け施設の整備
・ 食品産業に対する輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設の整備を支援
・ コンソーシアム（畜産農家・食肉処理施設・食肉流通事業者の３者で組
織する事業共同体）が取り組む、畜産物の流通構造の高度化等に必要な
施設の整備等を支援

（５）知的財産の流出防止、侵害対策
・ 海外での品種登録、東アジア地域における共通の出願審査システムの導入
による審査協力体制の構築、海外での防衛的許諾、加工品等のＧＩ登録
等を支援、相手国における我が国ＧＩの不正使用等の監視を強化 等

３ 省庁の垣根を超えた政府一体となった輸出の障害の克服等【59億円】



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．戦略的輸出拡大サポート事業 1,292百万円
① ＪＥＴＲＯによる、国内外の商談会の開催、海外見本市への出展、セミナー開

催、専門家による相談対応等をオンラインを含め支援します。
② ＪＦＯＯＤＯによる、品目団体等と連携した戦略的プロモーション、海外富裕
層をターゲットにした新たなマーケット開拓の取組を支援します。

③ 新市場の獲得も含め、輸出拡大が期待される具体的かつ横断的な分野・テーマ
について、民間事業者等による海外販路の開拓・拡大の取組を支援します。

２．品目団体輸出力強化支援事業 907百万円
品目団体が輸出重点品目についてオールジャパンで行う海外販路開拓・市場調

査等の輸出力強化に向けた取組を支援します。

３．輸出に取り組む優良事業者表彰事業 8百万円
輸出に取り組む優れた事業者の表彰を行い、取組を広く紹介します。

４．日本食・食文化の魅力発信による日本産品海外需要拡大事業等
415百万円

① 海外における日本食・食文化の普及を担う料理人の育成や日本産食材サポー
ター店等の拡大等を推進します。

② 海外消費者等に対する日本食・食文化の情報発信等を支援します。

＜事業の流れ＞

29ー１ 2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施のうち

マーケットイン輸出ビジネス拡大支援事業 【令和４年度予算概算決定額 2,622（2,917）百万円】
（令和３年度補正予算額 6,800百万円）

＜対策のポイント＞
５兆円目標の実現に向けて、戦略的な輸出拡大へのサポート、品目団体の輸出力強化、輸出に取り組む優良事業者の表彰、日本食・食文化の魅力発

信による日本産品の海外での需要拡大等を支援します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）
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（４の事業）
委託、補助（定額）

定額

ＪＦＯＯＤＯによるプロモーションＪＥＴＲＯによる輸出総合サポート

駅でのパネル広告

表彰式典の開催

品目団体の輸出力強化支援 優良事業者表彰事業

日本食・食文化の魅力発信

日本産食材サポーター店との連携海外料理学校との連携 食体験コンテンツの造成

［お問い合わせ先］
（１、２、４①の事業）輸出・国際局輸出企画課 (03-3502-3408）
（３の事業） 輸出支援課 (03-6744-7172）
（４②の事業） 大臣官房新事業・食品産業部外食・食文化課 (03-6744-2012）

海外バイヤーとの商談

民間団体等 （２の事業）
定額、1/2以内

海外見本市への出展



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

輸出重点品目についての輸出先国・地域におけるＪＥＴＲＯの海外事務所を活用
した商流構築や販売支援の強化事業 240（ー）百万円

海外現地において農林水産物・食品に特化した輸出促進を強化するため、
ＪＥＴＲＯ海外事務所を活用し、以下の事業を行います。

① 現地ニーズの把握、商流構築、プロモーションの実施支援等、輸出事業者への
専門的・継続的な支援体制の構築

② 輸出支援プラットフォームの設置・運営

③ 新規参入や市場拡大のためのカントリーレポートを作成し、国内事業者へ提供

＜対策のポイント＞
主要な輸出先国・地域において、輸出事業者を専門的かつ継続的に支援する体制を整備するため、ＪＥＴＲＯ海外事務所を活用し、現地流通やニーズ

の把握、商流の新規開拓等、現地での販売支援を強化します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

［お問い合わせ先］輸出・国際局国際地域課（03-3502-8058）

＜事業の流れ＞

国 ＪＥＴＲＯ
委託

【ＪＥＴＲＯを活用した商流構築や販売支援の強化】

カントリーレポートの作成商流構築や販売支援 輸出支援プラットフォーム
の設置・運営

29ー２ 2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施のうち

輸出ターゲット国における輸出支援体制の確立強化事業 【令和４年度予算概算決定額 240（ー）百万円】
（令和３年度補正予算額 700百万円）



【令和４年度予算概算決定額 369（529）百万円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

官民協議会（600以上の企業・関係機関等で構成）を通じての情報収集・発信
から海外進出までの我が国食産業への一貫支援を実施します。

１．官民協議会を通じた二国間協力の推進 211（284）百万円

① 官民協議会の各種会合やHP等を通じた情報発信や企業連携の推進

② 相手国企業とのマッチングなどを推進するための官民ミッション等

③ ビジネス環境の改善などの働きかけなどを行う二国間対話・セミナー等

④ 既決EPAの情報提供の強化及び原産地証明の取得支援

⑤ 海外の食品安全規制等に関する法的な相談体制の強化

２．実践的な海外展開ガイドラインの策定 25（ー）百万円

① 知財・ノウハウ流出防止等、海外展開における典型的な課題に関する普及セミ
ナーの開催等

② 主要な海外展開先数か国における、現地の法制度を踏まえた実践的な海外
展開のためのガイドラインの作成

３．食品産業の海外展開支援 134（246）百万円

① 栄養改善ビジネスの国際展開支援

② ロシアをはじめとした外食事業者等の海外展開支援

＜事業の流れ＞

モノの輸出に加え、世界的なバリューチェーン全体を通じた稼ぎの機会を

増やしていくため、我が国食産業の海外展開を維持・拡大していくことが、

生産者等の所得向上に重要
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■農林水産物・食品の輸出拡大、食料安全保障等への貢献

■我が国食産業の海外展開による需要獲得を通じた生産者等の所得向上

成

果

委託、補助（定額）

＜対策のポイント＞

農林水産物･食品の輸出拡大を含め、世界的なフードバリューチェーン全体を通じた稼ぎの機会を増やしていくため、食産業海外展開推進官民協議会（以
下「官民協議会」）等を通じて、情報提供から海外進出まで我が国食産業の海外展開を総合的に支援します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

民間団体等国

29ー３ 2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施のうち

食産業の海外展開の後押し

実践的な海外展開ガイドラインの策定

既決EPA等活用推進、各種規制等への法的観点での対応強化等

［お問い合わせ先］
（１、２の事業）輸出・国際局国際地域課 ・・・・（03-3502-8058）
（３の事業） 大臣官房新事業・食品産業部企画グループ （03-6744-7179）
（３の②事業） ・外食・食文化課（03-6744-2053）
（３の②事業） 輸出・国際局輸出企画課 ・・・・（03-6744-7169）



【令和４年度予算概算決定額 954（1,294）百万円】
（令和３年度補正予算額 1,695百万円）

＜対策のポイント＞
ＧＦＰ（農林水産物・食品輸出プロジェクト）を活用し、輸出産地による輸出事業計画の策定・実行支援、輸出産地サポーターの活動強化、輸出診断

の実施、地域輸出商社等の育成、加工食品の輸出強化、輸出関連信用保証支援、品目等の課題に応じた取組等を行います。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．ＧＦＰグローバル産地づくり強化対策
① 輸出事業計画策定等の支援

輸出産地形成を具体的に進めるための計画策定、生産・加工体制の構築、事
業効果の検証など、輸出産地形成を本格的に進める取組を支援します。

② 輸出産地サポーターの活動強化、輸出診断や地域輸出商社の育成等
ア ＧＦＰのネットワークを活用し、専門家の紹介・派遣など、輸出産地サポー
ターによる活動強化をします。

イ 輸出産地等の裾野を広げ海外市場に繋げるため、産地・事業者に対して輸
出診断や診断に基づくフォローアップを実施するとともに、輸出商社塾等による
地域輸出商社の育成等を実施します。

ウ 輸出先国の植物検疫等の規制に係る産地の課題解決を支援します。
③ 加工食品の輸出強化への支援

ＧＦＰ「加工品部会」において、添加物の国際標準化の促進、有望な商品の
輸出戦略の検討や輸出に向けたプロジェクト形成等オールジャパンの取組を支援し
ます。

④ 輸出ビジネス強化等支援
輸出事業者の更なる海外展開に向け、諸外国の農林水産物・食品に関するト

レンドを調査します。
⑤ 輸出関連信用保証支援

輸出リスクに対応し融資を円滑化するため信用保証に係る保証料を支援します。
２．品目等の課題に応じた取組支援

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出支援課（03-6744-2398）

29ー４ 2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施のうち
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輸出に必要な認証取得支援 等
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① 日本発の水産エコラベルの普及推進
国際水準の水産エコラベルの普及に向けた取組を支援します。

② 規格・認証を活用した加工食品の輸出環境整備
国際規格であるＪＦＳ規格を活用した輸出を支援します。

③ ＪＡＳ等の国際標準化による輸出環境整備
ＪＡＳ等の国際標準化や専門人材の育成等を支援します。
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．規制の緩和・撤廃に向けた協議の加速化 434（451）百万円
政府間交渉に必要となる情報・科学的データの収集・分析等、外国政府の規制

担当官の我が国への招へい、輸出先国が求める植物検疫上の要求事項を満たす
ための体制構築を実施します。

２．輸出手続の円滑化、利便性の向上 165（180）百万円
都道府県、登録認定機関等における、研修等による実務担当者の能力向上、

人員の増強や検査機器の導入、証明書の発行場所の拡大に向けた体制整備等を
支援します。

３．生産段階での食品安全規制への対応強化 1,074（1,061）百万円
① 事業者による輸出環境課題の解決に向けて、

ア 輸出施設のＨＡＣＣＰ等認定
イ 畜水産物モニタリング検査
ウ インポートトレランス申請
エ 国際的認証取得・更新
等を支援します。

② 生産海域の指定等に向けた基礎データの収集等を行います。
③ 国際貿易の進展に伴う二枚貝の衛生管理方策の検証・普及を行います。
④ ＨＡＣＣＰ認定施設の認定・監視等を行います。
⑤ 既存添加物等の安全性を示すデータ収集等を行います。
⑥ 輸出先国から求められる輸出事業者のリストの作成、管理を行います。

【令和４年度予算概算決定額 1,674（1,692）百万円】
（令和３年度補正予算額 948百万円）

＜対策のポイント＞
農林水産物・食品輸出本部の下で、輸出先国の規制の緩和・撤廃に向けた協議の加速化、輸出手続の円滑化、輸出に取り組む事業者の利便性の向

上、輸出先国が求める食品安全規制等に対応するための事業者の取組を支援します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出支援課（03-6744-2398）

29ー５ 2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施のうち

輸出環境整備推進事業

情報・科学的データの
収集・分析

証明書発行業務の
人員増強

ＨＡＣＣＰ認定施
設の認定・監視等

研修等による実務
担当者の能力向上

畜水産物モニタリン
グ検査等の支援

【１. 協議の加速化】 【２. 輸出手続の円滑化、利便性の向上】

【３. 生産段階での食品安全規制への対応強化】

国際認証の取得・更新
等の支援

国

民間団体等

委託、補助（定額、1/2以内）

定額、1/2以内定額

（１、３の事業）

（２の事業）

民間団体等

民間団体等



29ー６ 2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施のうち

食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設の整備 【令和４年度予算概算決定額 600（970）百万円】
（令和３年度補正予算額 6,400百万円）

＜対策のポイント＞
農林水産物・食品の輸出拡大を図るため、食品製造事業者等の施設の新設及び改修、機器の整備を支援します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．加工食品等の輸出拡大に向け、輸出先国の求める基準・条件等の規制に対応
するため、製造・加工、流通等の施設の新設（かかり増し経費）及び改修、機器
の整備に係る経費を支援します。

① ＨＡＣＣＰ等の認定取得に必要な規格を満たすための施設・設備

② ＩＳＯ、ＦＳＳＣ、ＪＦＳーＣ等の認証取得に必要な規格を満たすための施
設・設備

③ 検疫や添加物等の規制に対応した製品の製造に必要な施設・設備

２．施設整備と一体的に行い、その効果を高めるために必要なコンサル費等の経費
（効果促進事業）を支援します。

［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出支援課（03-6744-7184）

温度管理を要する装置・設備の導入

空気を経由した汚染の防止設備
（パーティション）の導入

排水溝

施設の衛生管理の強化に向けた
排水溝、床、壁等の改修

国 都道府県等
食品製造事業者
食品流通事業者

中間加工事業者等

交付（定額）

＜事業の流れ＞

製造ラインに輸出専用のミキサーを

追加導入し、添加物混入を回避

1/2以内



【令和４年度予算概算決定額 192（222）百万円】

＜対策のポイント＞
地域の農林水産物が地域産業の中で有効活用されるように、地域の食品産業を中心とした多様な関係者が参画した地域食品産業連携プロジェクト（ＬＦ

Ｐ）を構築して行う、社会的課題解決と経済的利益の両立を目指した持続可能な新たなビジネスモデルの創出を支援します。

＜事業目標＞
○ 農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）
○ クラウドファンディングの資金調達目標金額を達成した地域食品産業連携プロジェクト（ＬＦＰ）の割合（50％以上）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．地域食品産業連携プロジェクト推進事業 135（152）百万円
都道府県が、地域の農林水産物を活用した持続可能な新たなビジネスモデル

（ローカルフードビジネス）を創出するため、地域の食品関連企業等のネットワーク
を構築して行う、戦略の検討やデータを活用したマーケティング、試作品製造等の
経費を支援します。

また、「輸出枠」を新設し、地域産業の強みを活かしたローカルフードビジネスを輸
出につなげ、地域の食品産業の強化に資する取組を支援します。

２．地域食品産業連携プロジェクト推進委託事業 57（70）百万円
地域食品産業連携プロジェクト（ＬＦＰ）の戦略の検討・実行のためのコーディ

ネーターを派遣、創出されたローカルフードビジネスに対するクラウドファンディングの
活用を支援します。

＜事業の流れ＞

民間団体等
定額

民間団体等
委託

（２の事業）

（１の事業）
定額

国

都道府県

［お問い合わせ先］ 大臣官房新事業・食品産業部企画グループ（03-6744-2063）

29ー７ 2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施のうち

地域食品産業連携プロジェクト（ＬＦＰ）推進事業

地域の

技術連携

安定供給のための生産体制確立

販売連携

販売連携

地域一体の商品開発調整 〇〇県

クラウドファンディング（CF）テストマーケティング、プロモーション、資金調達

技術連携

販売連携、技術連携

プロジェクトの第一目標

LFP（ローカルフードプロジェクト）の組成

を核とした

機械メーカー、IT事業者等

○○生産組合等 ○○大学、地方公設試

食育・栄養関係団体 等

外食・観光事業者

中小・中堅食品メーカー

地域商社
地域金融機関 等

商工会議所系統
（○○商工会議所 等）

・社会的課題解決と経済的利益の両立を目指した持続可能な
新たなビジネスモデルを創出

・消費者ニーズの多様化や持続可能な食料供給への対応
・地域から全国規模のサプライチェーンモデルを構築

プロジェクト経費補助

国
補助

コーディネーター派遣
CF専門家派遣

地域に新しい価値（イノベーション）を
創出し、「地域が輝く」


